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はは
じじ
めめ
にに

平
成
１８
年
５
月
よ
り
会
社
法

が
施
行
さ
れ
、
商
法
時
代
の
片

仮
名
の
文
語
体
か
ら
、
平
仮
名

の
口
語
体
に
改
め
ら
れ
た
他
、

会
社
法
全
体
の
整
合
性
が
図
ら

れ
た
。

ま
た
、
会
社
法
の
制
定
に
伴

い
旧
商
法
施
行
規
則
が
会
社
計

算
規
則
等
に
整
備
さ
れ
、
会
社

計
算
規
則
お
い
て
、
旧
商
法
時

代
の
資
本
の
部
が
、
純
資
産
の

部
の
う
ち
の
「
株
主
資
本
」
に

改
め
ら
れ
た
。

一
方
法
人
税
法
に
お
い
て

は
、
平
成
１８
年
の
税
制
改
正
に

お
い
て
、
会
社
法
の
制
定
、
会

計
基
準
の
変
更
を
契
機
に
、
資

本
金
等
の
金
額
や
利
益
積
立
金

額
に
つ
い
て
も
見
直
し
が
行
わ

れ
て
い
る
。

そ
こ
で
、
資
本
金
の
増
減
取

引
や
剰
余
金
の
配
当
に
つ
い

て
、
会
社
法
や
会
計
基
準
と
法

人
税
法
の
規
定
を
整
理
し
、
さ

ら
に
留
意
点
を
述
べ
て
い
く
。

��

会会
社社
法法
にに
おお
けけ
るる
純純
資資
産産
のの
部部

会
社
法
に
お
い
て
は
、
純
資

産
の
部
（
株
主
資
本
部
分
）

を
、「
資

本

金
」「
準

備

金
」「
剰

余
金
」
の
３
つ
に
区
分
し
て
い

る
だ
け
で
あ
る
。

し
か
し
、
会
社
計
算
規
則
に

お
い
て
「
資
本
金
」
以
外
に
、

「
資
本
剰
余
金
」
及
び
「
利
益

剰
余
金
」
の
区
分
を
設
け
、
さ

ら
に
「
資
本
剰
余
金
」
の
内
訳

と
し
て
「
資
本
準
備
金
」
と
「
そ

の
他
資
本
剰
余
金
」
と
に
、「
利

益
剰
余
金
」
の
内
訳
と
し
て

「
利
益
準
備
金
」
と
「
そ
の
他

利
益
剰
余
金
」
と
に
区
分
し
て

い
る
。

こ
こ
に
「
資
本
剰
余
金
」
は

株
主
か
ら
の
払
込
資
本
を
示

し
、「
利
益
剰
余
金
」
は
留
保

利
益
を
示
し
て
お
り
、
払
込
資

本
と
留
保
利
益
の
明
確
な
区
分

を
示
し
て
い
る
。

こ
れ
は
払
込
資
本
と
留
保
利

益
の
混
同
を
禁
止
す
る
考
え
方

か
ら
で
あ
る
。

��

法法
人人
税税
法法
にに
おお
けけ
るる
資資
本本
金金
等等

のの
額額
、、
利利
益益
積積
立立
金金
額額

法
人
税
法
に
お
け
る
資
本
の

概
念
は
、
株
主
か
ら
の
払
込
資

本
を
指
す
「
資
本
金
等
の
額
」

と
、
会
社
の
留
保
利
益
を
指
す

「
利
益
積
立
金
額
」
の
２
つ
に

区
分
さ
れ
る
。

こ
れ
は
平
成
１８
年
の
税
制
改

正
に
お
い
て
、
資
本
金
等
の
額

は
「
株
主
等
か
ら
出
資
を
受
け

た
金
額
」
、
利
益
積
立
金
額
は

「
所
得
の
金
額
で
留
保
し
て
い

る
金
額
」
と
法
律
で
明
確
化
さ

れ
た
が
、
改
正
前
か
ら
の
考
え

方
で
あ
る
。

こ
の
規
定
か
ら
も
わ
か
る
と

お
り
で
、
会
社
法
同
様
払
込
資

本
と
留
保
利
益
の
明
確
な
区
分

を
示
し
て
い
る
。

��

純純
資資
産産
のの
部部
のの
変変
動動
項項
目目
及及
びび

処処
理理

１

資
本
金
の
増
加
（
準
備
金

・
剰
余
金
の
資
本
組
入
れ
）

会
社
法
に
お
い
て
は
、
株
主

総
会
の
普
通
決
議
に
よ
っ
て
準

備
金
を
減
少
さ
せ
て
、
資
本
金

を
増
加
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
、

ま
た
剰
余
金
を
減
少
さ
せ
て
、

資
本
金
を
増
加
さ
せ
る
こ
と
が

で
き
る
。（
会
社
法
第
４
４
８
条

①
二
、
第
４
５
０
条
）

上
記
の
規
定
で
は
、「
準
備

金
」「
剰
余
金
」
と
規
定
し
て

い
る
だ
け
で
、
資
本
準
備
金
や

利
益
準
備
金
又
は
そ
の
他
資
本

剰
余
金
や
そ
の
他
利
益
剰
余
金

の
区
分
は
さ
れ
て
い
な
い
が
、

会
社
計
算
規
則
に
お
い
て
、
減

少
さ
せ
る
準
備
金
及
び
剰
余
金

に
つ
い
て
は
、
資
本
準
備
金
及

び
そ
の
他
資
本
剰
余
金
に
限
定

し
て
い
る
。（
会
計
規
第
４
８

条
）こ

の
こ
と
か
ら
わ
か
る
と
お

り
で
、
利
益
の
資
本
組
入
れ
は

出
来
な
く
な
っ
て
い
る
。

法
人
税
法
に
お
い
て
は
、
資

本
準
備
金
及
び
そ
の
他
資
本
剰

余
金
を
減
少
さ
せ
れ
ば
、
資
本

金
以
外
の
「
資
本
金
等
の
額
」

が
減
少
す
る
こ
と
に
な
る
。

（
法
令
第
８
条
①
十
五
）

し
か
し
、
同
じ
「
資
本
金
等

の
額
」
で
あ
る
資
本
金
に
振
替

え
て
い
る
た
め
、「
資
本
金
等

の
額
」
の
総
額
で
は
変
動
は
な

い
。な

お
、
別
表
五
（
一
）
の
「
資

本
金
等
の
額
の
計
算
に
関
す
る

明
細
書
」（
以
下
「
資
本
金
等

の
額
の
明
細
書
」
と
省
略
す

る
。
）
に
お
い
て
、
資
本
準
備

金
や
そ
の
他
資
本
剰
余
金
の
名

称
で
計
上
し
て
い
る
金
額
が
減

少
し
、
資
本
金
が
増
加
す
る
調

整
が
必
要
と
な
る
。

２

資
本
金
の
減
少

（
１
）
準
備
金
・
剰
余
金
へ
の

振
替会

社
法
に
お
い
て
は
、
株
主

総
会
の
特
別
決
議
に
よ
っ
て
資

本
金
を
減
少
さ
せ
る
こ
と
が
で

き
る
。（
会
社
法
第
４
４
７
条
）

そ
の
減
少
し
た
資
本
金
額
は

原
則
「
そ
の
他
資
本
剰
余
金
」

に
振
替
え
る
こ
と
に
な
る
（
会

社
法
第
４
４
６
条
①
三
）
が
、

そ
の
全
部
又
は
一
部
を
「
資
本

準
備
金
」
と
す
る
こ
と
が
で
き

る
。（
会
社
法
第
４
４
７
条
①
二
）

し
か
し
払
込
資
本
と
留
保
利

益
の
混
同
を
禁
止
す
る
考
え
方

か
ら
、
減
少
し
た
資
本
金
を

「
利
益
準
備
金
」
や
「
そ
の
他

利
益
剰
余
金
」
に
振
替
え
る
こ

と
は
、
原
則
で
き
な
い
。

法
人
税
法
に
お
い
て
は
、
資

本
金
以
外
の
資
本
金
等
の
額
の

増
加
項
目
と
し
て
、「
資
本
金

の
額
又
は
出
資
金
の
額
を
減
少

し
た
場
合
に
は
そ
の
減
少
額
」

が
あ
る
。（
法
令
第
８
条
①
十

三
）し

か
し
、
資
本
金
が
減
少
し

て
い
る
た
め
、
資
本
金
等
の
額

の
総
額
で
は
変
動
は
な
い
。

な
お
、
別
表
五
（
一
）
の
「
資

本
金
等
の
額
の
明
細
書
」
に
お

い
て
、
資
本
準
備
金
や
そ
の
他

資
本
剰
余
金
の
名
称
で
計
上
し

て
い
る
金
額
が
増
加
し
、
資
本

金
が
減
少
す
る
調
整
が
必
要
と

な
る

（
２
）
欠
損
て
ん
補

欠
損
て
ん
補
と
は
、
払
込
資

本
を
減
少
さ
せ
て
マ
イ
ナ
ス
の

利
益
剰
余
金
に
充
て
る
こ
と
を

意
味
す
る
が
、
会
社
法
に
お
い

て
は
、
前
述
の
と
お
り
払
込
資

本
と
留
保
利
益
の
混
同
を
禁
止

し
て
い
る
。

し
か
し
、「
自
己
株
式
及
び

準
備
金
の
額
の
減
少
等
に
関
す

る
会
計
基
準
」
に
お
い
て
、「
資

本
を
減
少
さ
せ
て
マ
イ
ナ
ス
の

利
益
剰
余
金
に
充
て
る
こ
と

は
、
払
込
資
本
と
留
保
利
益
の

混
同
に
あ
た
ら
な
い
」
旨
の
判

断
を
し
て
い
る
。

会
社
計
算
規
則
は
、「
一
般

に
公
正
妥
当
と
認
め
ら
れ
る
企

業
会
計
の
基
準
そ
の
他
の
企
業

会
計
の
慣
行
を
し
ん
酌
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
」（
会
社
計
算

規
則
第
３
条
）
こ
と
を
前
提
に

規
定
が
定
め
ら
れ
て
お
り
、
上

記
の
「
会
計
基
準
」
の
判
断

を
、「
そ
の
他
利
益
剰
余
金
の

額
」
の
増
加
に
関
す
る
規
定

（
会
社
計
算
規
則
第
５２
条
①

三
）
に
お
い
て
、「
そ
の
他
利

益
剰
余
金
の
額
を
増
加
す
る
額

と
し
て
適
切
な
額
」
と
考
え
て

い
る
。

法
人
税
法
に
お
い
て
は
、
払

込
資
本
と
留
保
利
益
を
さ
ら
に

厳
密
に
考
え
て
お
り
、
資
本
の

減
少
に
よ
る
欠
損
て
ん
補
は
、

利
益
積
立
金
額
の
増
加
項
目
で

は
な
い
。

「
資
本
金
の
額
又
は
出
資
金

の
額
を
減
少
し
た
場
合
」
に
は

そ
の
減
少
額
は
、
資
本
金
以
外

の
「
資
本
金
等
の
額
」
の
増
加

項
目
で
あ
る
と
規
定
し
て
い

る
。（
法
令
第
８
条
①
十
三
）

よ
っ
て
、
会
計
上
増
加
し
た

そ
の
他
利
益
剰
余
金
（
繰
越
利

益
剰
余
金
）
に
つ
い
て
、
税
務

調
整
が
必
要
と
な
る
。

具
体
的
に
は
別
表
五
（
一
）

の
「
利
益
積
立
金
額
の
計
算
に

関
す
る
明
細
書
」
に
お
い
て
、

会
計
上
増
加
し
た
繰
越
利
益
剰

余
金
を
そ
の
増
加
分
だ
け
間
接

的
に
減
少
さ
せ
、「
資
本
金
等

の
額
の
明
細
書
」
に
お
い
て
増

加
さ
せ
る
処
理
に
な
る
。

３

剰
余
金
の
配
当
（
減
資
払

戻
し
）

会
社
法
に
お
け
る
「
剰
余
金

の
配
当
」
と
は
、
株
主
に
対
し

て
会
社
の
財
産
（
現
金
や
現

物
）
を
配
当
と
し
て
交
付
す
る

こ
と
を
い
い
、
利
益
の
配
当
だ

け
で
は
な
く
、
払
込
資
本
の
払

い
戻
し
も
「
剰
余
金
の
配
当
」

と
い
う
。

減
資
し
て
払
い
戻
し
を
行
う

に
あ
た
っ
て
は
、
会
社
法
の
規

定
で
は
資
本
減
少
の
手
続
き

（
会
社
法
第
４
４
７
条
）
で
直

接
払
い
戻
す
こ
と
は
で
き
ず
、

剰
余
金
の
配
当
手
続
き
（
会
社

法
第
４
５
３
条
）
に
よ
り
払
い

戻
す
二
段
階
の
手
続
き
と
な
る
。

具
体
的
に
は
、
減
資
手
続
き

で
資
本
金
か
ら
一
度
そ
の
他
資

本
剰
余
金
に
振
替
え
て
、
そ
の

後
配
当
の
手
続
き
で
、
そ
の
他

資
本
剰
余
金
を
取
崩
す
処
理
と

な
る
。

法
人
税
法
に
お
い
て
は
、

「
資
本
金
の
額
又
は
出
資
金
の

額
を
減
少
し
た
場
合
に
は
そ
の

減
少
額
」
は
、
資
本
金
以
外
の

「
資
本
金
等
の
額
」
の
増
加
項

目
で
あ
る
こ
と
は
前
述
の
と
お

り
で
あ
る
。

し
か
し
「
資
本
の
払
戻
し

（
資
本
剰
余
金
の
額
の
減
少
に

伴
う
剰
余
金
の
配
当
）
に
係
る

減
資
資
本
金
額
」
は
、
資
本
金

以
外
の
「
資
本
金
等
の
額
」
の

減
少
項
目
で
あ
る
。（
法
令
第

８
条
①
十
九
）

ま
た
、
払
戻
し
金
額
が
「
減

資
資
本
金
額
」
を
超
え
る
場
合

に
は
、
そ
の
超
え
る
部
分
の
金

額
は
、
利
益
積
立
金
額
の
減
少

項
目
と
な
る
。（
法
令
第
９
条

①
七
）

具
体
的
に
は
、
会
計
上
減
少

し
て
い
る
資
本
金
等
の
額
の
調

整
が
必
要
と
な
り
、
減
資
資
本

金
額
を
超
え
る
払
戻
し
金
額

が
、
利
益
積
立
金
額
の
減
少
と

な
る
。

な
お
減
資
資
本
金
額
と
は
、

「
払
戻
し
直
前
の
資
本
金
等
の

額
」
に
、「
前
事
業
年
度
末
の

資
産
の
帳
簿
価
額
か
ら
負
債
の

帳
簿
価
額
を
控
除
し
た
金
額
」

の
う
ち
に
「
資
本
の
払
戻
し
に

よ
り
減
少
し
た
資
本
剰
余
金
の

額
」
の
占
め
る
割
合
を
乗
じ
て

計
算
し
た
金
額
を
い
う
。

おお
わわ
りり
にに

わ
れ
わ
れ
税
理
士
は
、
法
人

税
法
の
規
定
の
中
で
、
直
接
税

額
に
関
係
す
る
所
得
金
額
の
調

整
（
別
表
四
）
の
項
目
に
注
目

を
し
て
お
り
、
意
外
と
別
表
五

の
項
目
（
利
益
積
立
金
額
・
資

本
金
等
の
額
）
に
つ
い
て
は
軽

視
し
が
ち
で
あ
る
。

さ
ら
に
資
本
金
等
の
額
に
つ

い
て
は
、
会
社
法
の
規
定
も
影

響
す
る
た
め
、
苦
手
意
識
を
持

つ
方
も
い
る
の
で
は
な
い
か
と

思
わ
れ
る
。

し
か
し
、
別
表
五
の
項
目
は

翌
期
以
降
に
繰
越
さ
れ
る
も
の

で
あ
り
、
将
来
（
例
え
ば
清
算

時
）
へ
の
影
響
が
大
き
い
も
の

で
も
あ
る
た
め
、
所
得
金
額
の

調
整
項
目
同
様
の
注
意
を
払
い

た
い
も
の
で
あ
る
。
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